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No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

（1）　生活環境の保全に関する目標
①　流域全体として捉えた水環境の保全

1 ■
森林中の保安
林率（国有林
を含む）

30%
28％

（平成14年度）
29.40%

（平成22年度末）
森林管理課

29.5%
（平成25年度）

2 ■

農地における
中山間地域等
直接支払制度
の実施

4,000ha
（平成18年度）

3,680ha
（平成15年度）

3,855ha
（平成22年度末）

里山振興室
4,899ha

（平成25年度）

3 □
河川流量の確
保

魚が生息し、水生植
物が茂る川となる河
川流量の確保

渇水期における溜ま
り水による悪臭や魚
の口あげ、無水・減
水区間の発生

河川流量を確保し、
12 カ所で無水・減水
区間が改善された。
（平成22年度）

河川課

河川流量を確保し、12
カ所で無水・減水区間
が改善された。
（平成25年度）

4 □
地下水位の維
持

現状の水位を維持
地域によっては、地盤
沈下の進行や地下水位
の低下傾向の出現

・ 地下水位の観測を
10 カ所、15 井で実
施した。

・ すべての観測地点で
水位は横ばい、もし
くは、上昇傾向で
あった。

・ 大規模地下水採取工
場・事業所に対して
地下水の使用合理化
の指導を実施した。
（平成22年度）

水環境創造課

・ 地下水位の観測を
10 カ所、15 井で実
施した。
・ すべての観測地点で
水位は横ばい、もし
くは、上昇傾向で
あった。
・ 大規模地下水採取工
場・事業所に対して
地下水の使用合理化
の指導を実施した。
（平成25年度）

5 ■ 水道普及率
99％

（平成27年度）
97.9％

（平成14年度末）
98.8％

（平成22年度末）
水環境創造課

98.8％
（平成24年度末）

6 ■
生活排水処理
施設の整備率

90%
76.9％

（平成15年度末）
89.8%

（平成22年度末）
水環境創造課

92.4％
（平成25年度末）

7 □
工場・事業場
排水

排水規制が守られる

排水基準が適用される
工場・事業所は 680 件
あり、その違反率は
8.3% であった。（金沢
市を除く）
（平成16年度）

排水基準が適用される
工場・事業所は 635 件
あり、その違反率は
4.0% であった。（金沢
市を除く）
（平成22年度）

水環境創造課

排水基準が適用される
工場・事業所は 638 件
あり、その違反率は
8.8% であった。（金沢
市を除く）
（平成25年度）

第７章　石川県環境総合計画（H17～H22）の進捗状況

石川県環境総合計画では、その達成状況を測る指標として、132の行動目標を定めていました。
同計画は平成22年度が計画期間の最終年であり、以下では、その進捗状況及び参考に最新年度にお
ける最新状況についてとりまとめています。
（但し、統計データの集計等の都合上、一部は平成21年度以前の最新情報となっています。）

※行動目標の種別について
行動目標は、設定した目標の内容により次の2種類に分類し、種別欄に記号で表しています。
■印：数値設定型目標
（具体的な数値目標を設定して、その達成に向けて取り組んでいく目標）
□印：方向提示型目標
（具体的な数値にかえて、目指す変化の方向性を提示して、これに向けて取り組んでいく目標）
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8 □
自然系からの
流出水

・負荷の実態把握
・ 負荷量削減の方策を
検討

農地や山林等からの流
出水に起因する汚染物
質によって閉鎖性水域
の水質が悪化

河北潟において平成
18 年度から実証実験
を行ってきた民間の水
質浄化技術（6 技術）
のうち、比較的効果の
大きかった技術につい
て、実用化に向けた性
能の持続性・耐久性等
の実験を行っている。
（平成22年度）

水環境創造課

平成 18 年度から平成
23 年度まで実施した
実証実験の結果を受け
て、平成 24 年度に、
河北潟内に設置した水
質浄化材の効果検証を
行っている。
（平成25年度）

9 □
飲料水の安全
確保

・水質管理の徹底
・ 安全な水道水を供給

「石川県水道水質管理
計画」に基づく水質
管理

県内の地域を代表す
る主要な水道水源 24
地点で水質管理調査
を実施した。有害化
学物質については、
全ての地点で国の目
標値を超えていな
かった。
（平成22年度）

水環境創造課

県内の地域を代表する
主要な水道水源 24 地
点で水質管理調査を実
施した。有害化学物質
については、国の目標
値を超えていなかっ
た。
（平成24年度）

10 □
多自然型川づ
くり

・ 石川県版「多自然型
川づくりの手引き」
の作成（平成 17 年
度）

・ 多自然型川づくりの
推進 水辺環境に配慮した工

法の開発・普及

平成 17 年度に「いし
かわの多自然型川づく
りハンドブック」を作
成した。
浅野川にて、親水護岸
（川へ下りる階段工 2
箇所）を実施した。
（平成22年度）

河川課

浅野川にて親水護岸
（川へ下りる階段工 1
箇所）を実施した。
（平成25年度）

11 □
農業用水路の
改修

生態系や景観との調和
に配慮した整備の推進

生態系や景観との調和
に配慮した農業用水路
の改修を 0.4km実施し
た。
（平成22年度）

農業基盤課

生態系や景観との調和
に配慮した農業用水路
の改修を 1.0km実施し
た。
（平成25年度）

② 　大気（悪臭・騒音等を含む）、土壌

12 □

大気汚染に係
る環境基準
（光化学オキ
シダントを除
く項目）

全ての測定局で環境基
準を達成

概ね良好な状態を維持

27 カ所の大気測定局
で常時監視を実施し
た。すべての測定局で
環境基準（光化学オキ
シダント及び微小粒子
状物質（PM2.5）を除
く）を達成した。
（平成22年度）

環境政策課

28 カ所の大気測定局
で常時監視を実施し
た。すべての測定局で
環境基準（光化学オキ
シダント及び微小粒子
状物質（PM2.5）を除
く）を達成した。
（平成25年度）

13 □
光化学オキシ
ダントに係る
環境基準

予報等の発令を速やか
に行い、健康被害を防
止

全国と同様環境基準を
非達成

光化学オキシダント緊
急時の発令なし。
（平成22年度）

環境政策課
光化学オキシダント緊
急時の発令なし。
（平成25年度）

14 □ 悪臭防止
臭気指数による規制
の導入促進

悪臭関連の苦情は、
苦情件数全体の 10％
（100 件）

臭気指数導入検討中の
羽咋市、志賀町に対し
て研修会を実施した。
（平成22年度）

環境政策課

臭気指数導入検討中の
加賀市及びその他市町
担当者に対して研修会
を実施した。
（平成25年度）

15 □
自動車排出ガ
ス対策

測定局における測定項
目の充実

自動車排出ガス測定局 6局

平成 17 年度から野々
市測定局で窒素酸化
物、浮遊粒子状物質を
追加している。
（平成22年度）

環境政策課

野々市測定局で平成
17 年度から窒素酸化
物、浮遊粒子状物質を
追加し、平成 24 年度
には微小粒子状物質を
追加した。
（平成25年度）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値



－ 135 －

第
７
章

第
２
部

16 □ 自動車交通騒音 環境基準達成の努力
面的評価の環境基準達
成率 95.6%
（平成15年度）

面的評価の環境基準達
成率 94.5％
（平成22年度）

環境政策課
面的評価の環境基準達
成率　97.2％
（平成 24 年度）

17 □
小松空港の航
空機騒音

基地周辺騒音対策の国
への要望を継続

概ね横ばい

国・市町と協力して小
松飛行場の周辺 25 ヶ
所で騒音調査を実施し
た。平成 22 年度の調
査結果は、概ね横ばい
であった。
（平成22年度）

環境政策課

国・市町と協力して小
松飛行場の周辺 25 ヵ
所で騒音調査を実施し
た。平成 24 年度の調
査結果は、概ね横ばい
であった。
（平成24年度）

18 □ 土壌汚染
指定区域の発生時に
は、汚染除去等の措置

土壌汚染指定地域なし
（平成15年度末）

指定をした 1 ヶ所は、
形質変更時要届出区域
として管理を継続。
（平成22年度末）

環境政策課

指定をした 3ヶ所のう
ち、1 ヵ所の指定を解
除、2 ヵ所は、形質変
更時要届出区域として
管理を継続。
（平成24年度末）

③ 　化学物質関係

19 □
事業者による
自主的な管理

PRTR法に基づく届出
と条例に基づく報告の
徹底

「ふるさと環境条例」
に取扱量等の報告、事
故時の措置について規
定。

事業者に対して PRTR
法に基づく届出と条例
に基づく報告の周知徹
底を図り、PRTR 法に
基づく届出と条例に基
づく報告（平成 21 年
度分）が 499 事業所か
ら提出された。
（平成22年度）

環境政策課

事業者に対して PRTR
法に基づく届出と条例
に基づく報告の周知徹
底を図り、PRTR 法に
基づく届出と条例に基
づく報告（平成 24 年
度分）が 486 事業所か
ら提出された。
（平成25年度）

20 □
自主的な管理
の改善

排出量、移動量及び取
扱量等の集計

平成 21 年度分の排出
量、移動量及び取扱量
等を集計した。
（平成22年度）

環境政策課

平成 24 年度分の排出
量、移動量及び取扱量
等を集計した。
（平成25年度）

21 □
事業者に関す
る情報の提供

排出量、移動量及び
取扱量等の公表

平成 21 年度分の排出
量、移動量を公表した。
（平成22年度）

環境政策課
平成 24 度分の排出量、
移動量を公表した。
（平成25年度）

22 □
環境汚染状況
に関する情報
の提供

石川県のホームページ
に調査結果等を掲載

環境汚染状況に関する
情報を石川県のホーム
ページに掲載した。
（平成22年度）

環境政策課

環境汚染状況に関する
情報を石川県のホーム
ページに掲載した。
（平成25年度）

④　環境美化、修景、景観形成 

23 □
空き缶等の散
乱防止

・ 生活環境の清潔さの
満足度の向上

・ 清掃活動参加度の向
上

・ 空き缶等ポイ捨て実
感度の低減

（アンケート調査による）
・ 生活環境の清潔さの
満足度：57.4 ポイン
ト

・ 清掃活動参加度：
40.6 ポイント

・ 空き缶等ポイ捨て実
感度：85.6 ポイント

（平成16年7月、環境政策課実施）

河川愛護団体により延
長約 534km の河川に
おいて、除草や清掃が
行われた。（河川課）
「クリーンビーチいし
かわ」に延べ 113,396
人の参加があった。（水
産課）
道路愛護活動を行う
138 団体により、清掃、
除草や花植えが行われ
た。（道路整備課）
（平成22年度）

河川課
水産課

道路整備課

河川愛護団体により延
長約 648km の河川に
おいて、除草や清掃が
行われた。（河川課）
「クリーンビーチいし
かわ」に延べ 104,869
人の参加があった。（水
産課）
道路愛護活動を行う
162 団体により、清掃、
除草や花植えが行われ
た。（道路整備課）
（平成25年度）

24 ■ 都市公園面積 1人当たり 18㎡
1人当たり12.02㎡
（平成15年度末）

1人当たり13.30㎡
（平成22年度末）

公園緑地課
1人当たり14.12㎡
（平成24年度末）

25 □
緑の基本計画
策定市町

対象となる全市町

対象となる都市計画
区域を有する 26 市町
のうち、15 市町で策
定。
（平成15年度末）

対象となる都市計画区
域を有する 17 市町の
うち、12 市町で策定
済み。
（平成22年度末）

公園緑地課

対象となる都市計画区
域を有する 17 市町の
うち、12 市町で策定
済み。
（平成25年度末）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値



－ 136 －

第７章　石川県環境総合計画（H17～H22）の進捗状況

第
２
部

第
７
章

26 □
景観の保全創
出

地域の地形、歴史を活
かした、良好な景観の
保全・創出

美観風致の維持、地域
の歴史的文化的景観の
保全

景観形成重要エリアの
うち（国）249 号の能
登内浦地域や（主）輪
島浦上線など能登の海
岸線を中心に 31 路線
161kmを、新たに屋外
広告物禁止地域に追加
指定。
里山景観の保全再生を
図るため、景観形成重
点地区指定の検討を進
めている。
（平成22年度）

都市計画課

里山里海景観の保全再
生を図るため、「奥のと
里海 日置」を景観形成
重点地区に指定した。
（平成25年度）

⑤ 　開発行為に係る環境配慮

27 □
影響評価に関
する法律、条
例の運用

環境影響評価法と「ふ
るさと環境条例」の環
境影響評価制度の適正
運用

・ 環境影響評価制度の
運用
・ 「ふるさと環境条例」
に基づき「環境配慮
指針」を策定

環境影響評価法に基づ
く審査案件数：1件
（平成22年度）

環境政策課
環境影響評価法に基づ
く審査案件数：0件
（平成25年度）

28 □
環境配慮のた
めの指針の普
及

環境配慮指針の公共事
業への導入と民間事業
への普及

部局ごとに作成した運
用評価マニュアルに反
映されている。
（平成22年度）

環境政策課

部局ごとに作成した運
用評価マニュアルに反
映されている。
（平成25年度）

 （2）　循環型社会の形成に関する目標
①　廃棄物等の排出抑制

29 ■
家庭版環境
ISO に取り組
む家庭数

1,000家庭
66家庭

（平成16年度末）
8,121家庭

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

19,178家庭
（平成25年度末）

30 ■
地域版環境
ISO に取り組
む地域数

40か所
5地域

（平成16年度末）
50地域

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

78地域
（平成25年度末）

31 ■
学校版環境
ISO に取り組
む学校数

80校
15校

（平成16年度末）
123校

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

224校
（平成25年度末）

32 ■

ISO14001 と エ
コアクション
21 登録事業
所数

600事業所
408事業所

（平成15年度末）

944事業所

［ISO14001 301事業所
エコアクション21 95事業所
事業者版環境ISO 548事業所］
（平成22年度末）

温暖化・里山対策室

1,098事業所

［ISO14001 301事業所
エコアクション21 105事業所
事業者版環境ISO 692事業所］
（平成25年度末）

33 ■
1 人 1 日当た
りごみ
排出量

約800g
1,133g

（平成15年度）

966g
（998g）※1

（平成22年度）
廃棄物対策課

964g※2
（991g）※1、2
（平成24年度）

※ 1　括弧内は、平成 17年度より算出方法を変更した国の統計による数値。　※ 2　平成 24年度の総人口には、外国人人口を含んでいる。

②　循環資源の再使用、再生利用・熱回収

34 ■
産業廃棄物の
最終処分量

平成9年度の1／2
（約134千トン）以下

218千トン
（平成15年）

263千トン※2

（平成22年度）
廃棄物対策課

88千トン※2

（平成24年度）

35 ■
下水道汚泥の
有効利用

有効利用率：70%
有効利用率：21%
（平成15年度）

49.4%
（平成22年度末）

水環境創造課
49.8％

（平成25年度末）

36 □
集落排水汚泥
の有効利用

農地、緑地還元の普及

集落排水汚泥のコン
ポスト化実施箇所
数：2市
（平成15年度末）

4市町
（平成22年度末）

水環境創造課
4市町

（平成25年度末）

37 ■
食品リサイク
ル組織の育成

6件
（平成18年度）

2件
（平成16年度）

9件
（平成22年度末）

農業安全課
12件

（平成25年度末）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値

※ 2　石炭火力発電所の最終処分量を除けば長期的に減少傾向にある。
　　　（石炭火力発電所を除く最終処分量の推移：平成 9年度 262千トン、平成 15年度 162千トン、平成 22年度 65千トン、平成 24年度 69千トン）
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38 ■
建設副産物の
再資源化

コンクリート：97％以上
アスファルト：97％以上
建設発生木材：95％以上

コンクリート：98％
アスファルト：96％
建設発生木材：89％
（平成14年度）

コンクリート：98%
アスファルト：99%
建設発生木材：90%
（平成20年度）

監理課

コンクリート：99.8%
アスファルト：99.5%
建設発生木材：93.4%
（平成24年度）

39 ■
一般廃棄物の
リサイクル率

23％以上
約14.9％

（平成15年度）

約15.3%
（RDF化を含めると

約22.7%）
（平成22年度）

廃棄物対策課

約14.7％
（RDF化を含めると

約22.7％）
（平成24年度）

40 ■
容器包装廃棄
物の回収率

40％以上
（平成19年度）

34.8％
（平成15年度、推計）

32.0%
（平成22年度）

廃棄物対策課
31.7％

（平成25年度）

41 □ グリーン購入 拡大を図る
会社や家庭において、
一層の取り組みが必要

環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成25年度）

③　適正な処分
42

（再掲） 
■
産業廃棄物の
最終処分量

平成 9年度の 1／ 2
（約 134 千トン）以下

218千トン
（平成15年）

263千トン
（平成22年度）

廃棄物対策課
88千トン

（平成24年度）

43 ■
一般廃棄物の
最終処分量

平成 9年度の 1／ 2
（約 64 千トン）以下

90千トン
（平成15年度）

63千トン
（平成22年度）

廃棄物対策課
58千トン

（平成24年度）

44 □
産業廃棄物の
処分施設

必要な最終処分場の
整備

将来的には、処分能
力が逼迫
処分施設が地域的に
偏在

最終処分場の稼働箇所
数（処分業者分）：9
カ所
（平成22年度）

廃棄物対策課

最終処分場の稼働箇所
数（処分業者分）：9
カ所
（平成25年度）

45 □
海岸への漂着
ごみ

・ 国を通じての沿岸諸
国への流出防止の働
きかけ

・ 沿岸市町村等との連
携による適正処分

漂着ごみ量が増加傾向

海岸漂着物処理推進法
（H21.7 施行）に基づ
き、石川県海岸漂着物
対策推進協議会を開催
（H23.3）し、地域計画
について協議し策定し
た。
また、地球温暖化対策
等推進基金を活用して
8 市町での海岸漂着物
の処理等を行った。
（平成22年度）

廃棄物対策課

石川県海岸漂着物対策
推進地域計画（H23.3）
に基づき、地球温暖化
対策等推進基金を活用
して 10 市町での海岸
漂着物の処理等を行っ
た。
（平成25年度）

46 □ PCB廃棄物

・ 石川県 PCB 廃棄物
処理計画の策定

・ 適正な管理と処理の
推進

JESCO北海道事業の
一環として適正処分が
必要

・ 平成 17 年度に石川
県 PCB 廃棄物処理
計画を策定した。

・ PCB 廃棄物保管事
業場数：1,146 事業
場
（平成22年度）

廃棄物対策課

・ 平成 17 年度に石川
県 PCB 廃棄物処理
計画を策定した。
・ PCB 廃棄物保管事
業場数：899 事業場
（平成25年度）

④　不適正処理の防止

47 □
不適正処理の
規制・監視

・監視体制の充実
・規制の強化 ・ 産業廃棄物：不適正

処理事案件数が毎年
増加

・ 一般廃棄物：不法投
棄は減少傾向

・ 立入権限を付与する
市町職員数：18 市
町 100 名

・ 立入事業場数：488
事業場

・ 立入検査数：1,465
件
（平成22年度）

廃棄物対策課

・ 立入権限を付与する
市町職員数：18 市
町 109 名
・ 立入事業場数：549
事業場
・ 立入検査数：1,274
件
（平成25年度）

48 □
石川県廃棄物
再資源化事業
促進計画

「リサイクル関連施設」
の複数稼働

リサイクル関連施設の
稼働数：89
（金沢市を除く）
（平成22年度末）

廃棄物対策課

リサイクル関連施設の
稼働数：101
（金沢市を除く）
（平成25年度末）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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49
（再掲）  

■
一般廃棄物の
リサイクル率

23％以上
約14.9％

（平成15年度）

約15.3%
（RDF化を含めると

約22.7%）
（平成22年度）

廃棄物対策課

約14.7％
（RDF化を含めると

約22.7％）
（平成24年度）

（3）　自然と人との共生に関する目標
①　地域の特性に応じた自然環境の保全

50 □
登山道等の維
持管理

民間団体等と協力実施
自然公園と自然環境保
全地域の指定面積：
約 53,544ha（ 県 土 の
12.8％）

民間団体等に管理委託
し、情報共有を図るこ
とで適正に管理した。
（平成22年度）

自然環境課

民間団体等に管理委託
し、情報共有を図るこ
とで適正に管理した。
（平成25年度）

51 □
自然公園等の
利用者のマ
ナー

マナーやルールの普及
啓発

巡視員との連携を図
り、利用者マナーや
ルールの普及啓発に努
めた。
（平成22年度）

自然環境課

巡視員との連携を図
り、利用者マナーや
ルールの普及啓発に努
めた。
（平成25年度）

52 □
里山などの自
然環境の保全

・保全再生を図る
・ 豊かな自然環境の
創造

里山地域のもつ公益
的機能が低下

地域が主体となった取
組の支援、里山に携わ
る人材の育成、活動団
体の情報発信、里山里
海に係る普及啓発等に
努めた。
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
里山振興室

地域が主体となった取
組の支援、里山に携わ
る人材の育成、活動団
体の情報発信、里山里
海に係る普及啓発等に
努めた。
（平成25年度）

53 ■
里山保全再生
協定の認定数

10協定（累計）
なし

（平成15年度末）
10協定

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

10協定
（平成25年度末）

54 ■
森林・里山保
全活動の実施
回数

年間100回程度
約50回

（平成15年度）
100回以上

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室
森林管理課

100回以上
（平成25年度末）

55 ■
森林・里山保
全活動の指導
者数

300名
約150名

（平成15年度）
329名

（平成22年度末）
自然環境課
森林管理課

390名
（平成25年度末）

56 □
森林・里山保
全活動の拠点
整備

・ 夕日寺健民自然園の
整備

・ 民間団体等の活動促
進

4拠点

・ 平成 19 年度に里山
ふるさと館、体験工
房等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。

・ 夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成22年度）

自然環境課

・ 平成 19 年度に里山
ふるさと館、体験工
房等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・ 夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成25年度）

57 □
森林・里山保
全活動拠点の
機能

保健休養林施設の保全
活動拠点としての機能
強化

保健休養林施設 3ヶ所
のうち、森林公園の
1 ヶ所において機能強
化を行った。
（平成22年度）

観光振興課
保健休養林 3施設で機
能強化を行った。
（平成25年度）

58
（再掲）   

■

中山間地域等
直接支払制度
の適用農地面
積

4,000ha
（平成18年度）

3,680ha
（平成15年度）

3,855ha
（平成22年度末）

里山振興室
4,899ha

（平成25年度）

②　生物多様性の確保

59 □

『 い し か わ
レッドデータ
ブック』掲載
の絶滅種

増加させない
13種

（平成12年3月）
16種

（平成22年度末）
自然環境課

16種
（平成25年度末）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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60 ■

「ふるさと環
境条例」に基
づく指定希少
野生動植物
種、希少野生
動植物保護地
区の指定

・ 希少野生動植物種：
20 種以上指定

・ 希少野生動植物保護
地区：3 地区程度指
定

・保全対策の実施

な　し
（平成15年度末）

希少野生動植物種：15
種
希少野生動植物保護地
区：なし
（平成22年度末）

自然環境課

希少野生動植物種：20
種
希少野生動植物保護地
区：なし
（平成25年度末）

61 ■

「ふるさと環
境条例」に基
づく特定外来
種

・5種程度の選定
・抑制対策の実施

な　し
（平成15年度末）

なし
（平成22年度）

自然環境課
なし

（平成25年度）

③　野生鳥獣の保護管理の推進

62 □
野生鳥獣の保
護管理

・ 特定鳥獣保護管理計
画の見直し

・ 科学的・計画的な保
護管理の推進

特定鳥獣保護管理計
画、第 9次鳥獣保護事
業計画に基づく保護管
理

・ ツキノワグマ保護
管理計画を変更し
た。・ツキノワグマ、
イノシシ、ニホンザ
ルの生息実態調査を
実施した。
（平成22年度）

自然環境課

ツキノワグマ保護管理
計画、ニホンジカ保護
管理計画を策定し、推
進している。
（平成25年度）

63 □
野生鳥獣の生
息環境と地域
の生物多様性

・生息環境の保全
・ 地域の生物多様性の
確保

鳥獣保護区の指定：49
か所（54,566ha）
（平成15年度末）

鳥獣保護区の指定：51
カ所（55,494ha）
（平成22年度末）

自然環境課
鳥獣保護区の指定：50
カ所（54,907ha）
（平成25年度末）

64 □
農林水産業・
人身被害

被害量の減少

・農林業被害：182.3 百万円
（平成15年度）

・クマによる人身被害：5件 5名
（平成16年度）

・ 農林業被害：81百万円
（平成22年度）

・ クマによる人身被害：5件
（平成22年度）

自然環境課

・農林業被害：68 百万円
（平成25年度）

・クマによる人身被害：1件
（平成25年度）

65 □ 狩猟の適正化
・狩猟免許所持者の確保
・狩猟の適正化

狩猟者登録件数：959件
（平成15年度）

狩猟者登録件数：923
件
（平成22年度）

自然環境課
狩猟者登録件数：916件
（平成25年度）

④　自然とのふれあいの推進 

66 ■
「いしかわ自
然学校」全体
の年間参加者

3万人
約23,000人

（平成15年度）
34,407人

（平成22年度）
自然環境課

30,846人
（平成25年度）

67 ■

「いしかわ子
ども自然学
校」の年間参
加者

1万人
（平成25年度）

約5,700人
（平成15年度）

3,961人
（平成22年度）

生涯学習課
5,984人

（平成25年度）

68 ■
中核的指導者
（インストラ
クター）

60人
（平成19年度末）

21人
（平成15年度末）

142人
（平成22年度末）

自然環境課
176人

（平成25年度末）

69 ■
小学校教員の
インタープリ
ター

250名
（平成19年度末）

約100人
（平成16年度末）

約250人
（平成22年度末）

生涯学習課
約250人

（平成25年度末）

70 □
自然公園利用
施設の整備・
充実

・ 自然公園利用施設の
整備

・ ビジターセンター等
の充実

自然公園施設の整備
自然公園利用施設の整
備・充実を図った。
（平成22年度）

自然環境課
自然公園利用施設の整
備・充実を図った。
（平成25年度）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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71
（再掲）  

□
森林・里山保
全活動の拠点
整備

・ 夕日寺健民自然園の
整備

・ 民間団体等の活動促
進

4拠点

・ 平成 19 年度に里山
ふるさと館、体験工
房等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。

・ 夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成22年度）

自然環境課

・ 平成 19 年度に里山
ふるさと館、体験工
房等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・ 夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成25年度）

72
（再掲）  

□
森林・里山保
全活動拠点の
機能

保健休養林施設の保全
活動拠点としての機能
強化

保健休養林施設 3ヶ所
のうち、森林公園の
1 ヶ所において機能強
化を行った。
（平成22年度）

観光振興課
保健休養林 3施設で機
能強化を行った。
（平成25年度）

73 □
自然の調査と
資料収集、普
及啓発

・ 「自然史資料館」の
開館
・ 教育・普及活動プロ
グラム、研究計画の
作成

環境教育プログラム

・ 平成 18 年 5 月開館、
平成 20 年 4 月には
「物理たいけん教室」
や「自然たんけん広
場」などの新設によ
りリニューアルオー
プンした。

・ 児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年
間 25 回実施すると
ともに企画展や講演
会、学校等への出前
講座を実施した。
（平成22年度）

生涯学習課

・ 平成 18 年 5 月開館、
平成 20 年 4 月には
「物理たいけん教室」
や「自然たんけん広
場」などの新設によ
りリニューアルオー
プンした。
・ 児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年
間 22 回実施すると
ともに企画展や講演
会、学校等への出前
講座を実施した。
（平成25年度）

（4）　地球環境の保全に関する目標
①　県民、事業者等による二酸化炭素の排出抑制

74 ■
二酸化炭素排
出量の削減

排出総量：
703千トン削減、△7.8％
産業部門：
112千トン削減、△3.7％
民生部門（家庭）：
188 千トン削減、△ 11.2％
民生部門（業務）：
187 千トン削減、△ 12.2％
運輸部門：
216千トン削減、△7.8％

（削減量、削減率は2001年比）

排出総量：8,743千トン
産業部門：

2,277千トン
民生部門（家庭）：

1,714千トン
民生部門（業務）：

1,953千トン
運輸部門：

2,799千トン
（2001年）

排出総量：
2317千トン削減、△26.7％
（1276千トン削減、△14.7％）
産業部門：
1034千トン削減、△45.4％
（666千トン削減、△29.3％）
民生部門（家庭）：
423千トン削減、△24.7％
（66千トン削減、△3.9％）
民生部門（業務）：
△335千トン削減、△17.2%
（19千トン削減、△1.0％）
運輸部門：
525千トン削減、△19.1%
（525千トン削減、△19.1％）

（2010年）※1

温暖化・里山対策室

排出総量：
656千トン増加、△7.5％
（1,411千トン削減、△16.1％）
産業部門：
24千トン削減、△1.0％
（737千トン削減、△32.4％）
民生部門（家庭）：
643千トン増加、37.5％
（74千トン削減、△4.3％）
民生部門（業務）：
599千トン増加、30.7%
（39千トン削減、△2.0％）
運輸部門：
562千トン削減、△20.1%
（562千トン削減、△20.1％）

（2011年）※1
※１　電気の排出原単位については、2011 年のCO2 クレジット反映後の原単位の 0.546 を用いている。
　　　括弧内の数字は、北陸電力が 2008 年－ 2012 年の 5か年平均で目標とする原単位 0.33 を用いた場合の値。

75 ■
地球温暖化防
止活動推進員
の配置

100人程度
なし

（平成15年度末）
194人

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

159人
（平成25年度末）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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76
（再掲）  

■

ISO14001 と
エコアクショ
ン 21 登録事
業所数

600事業所
408事業所

（平成15年度末）

944事業所

［ISO14001 301事業所
エコアクション21 95事業所
事業者版環境ISO 548事業所］
（平成22年度末）

温暖化・里山対策室

1,098事業所

［ISO14001 301事業所
エコアクション21 105事業所
事業者版環境ISO 692事業所］
（平成25年度末）

77
（再掲）    

■
家 庭版環境
ISO に取り組
む家庭数

1,000家庭
66家庭

（平成16年度末）
8,121家庭

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

19,178家庭
（平成25年度末）

78
（再掲）  

■
地域版環境
ISO に取り組
む地域数

40か所
5地域

（平成16年度末）
50地域

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

78地域
（平成25年度末）

79
（再掲）

■
学校版環境
ISO に取り組
む学校数

80校
15校

（平成16年度末）
123校

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

224校
（平成25年度末）

80 □
新エネルギー
の利用

普及啓発の推進

太陽光発電：4,800kW
風力発電：15,700kW
廃棄物発電：14,500kW
（平成17年1月末）

太陽光発電：15,469kW
風力発電：120,952kW
廃棄物発電：17,000kW
（平成22年度末）

企画課

太陽光発電：86,420kW
風力発電：120,620kW
廃棄物発電：22,400kW
（平成25年度末）

81 ■
住宅用太陽光
発電システム
の設置件数

2,000件
約700件

（平成15年末）
3,164件

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

7,118件
（平成25年度末）

②　県庁による二酸化炭素の排出抑制（県庁グリーン化率先行動プラン）

83 ■
電気使用量の
削減

4％削減（15年度比）
73,250MWh
（平成15年度）

75,132MWh
（15年度比2.6％増加）
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
64,104MWh

（15年度比12.5％削減）
（平成25年度）

84 ■
冷暖房用等燃
料使用量の削
減

13％削減（15年度比）

エ ネ ル ギ ー 使 用 量
（CO2 換算）：21,394t
 A 重油：6,056㎘
 灯油：1,403㎘
 プロパン：69 千㎥
 都市ガス：352 千㎥

（平成15年度）

エ ネ ル ギ ー 使 用 量
（CO2 換 算 ）：18,669t
（15 年度比 12.7％削減）
 A重油：4,134㎘
 （15年度比31.7％削減）
 灯油：2,473㎘
 （15年度比76.3％増加）
 プロパン：52 千㎥
 （15年度比24.6％削減）
 都市ガス：441 千㎥
 （15年度比25.3％増加）
（平成22年度）

温暖化・里山対策室

エ ネ ル ギ ー 使 用 量
（CO2 換 算 ）：15,875t
（15 年度比 25.8％削減）
 A重油：3,752㎘
 （15年度比38.0％削減）
 灯油：1,875㎘
 （15年度比33.6％増加）
 プロパン：33 千㎥
 （15年度比52.2％削減）
 都市ガス：374 千㎥
 （15 年度比 6.2％増加）
（平成25年度）

85 ■
公用車の燃料
使用量の削減

5％削減（15年度比）

エネルギー使用量
（CO2 換算）：4,764t
 ガソリン：1,666㎘
 軽油：303㎘
（平成15年度）

エネルギー使用量
（CO2換算）：4,367t（15
年度比 8.3％削減）
 ガソリン：1,590㎘
（15 年度比 4.6％削減）
 軽油：263㎘
（15 年度比 13.2％削減）
（平成22年度）

温暖化・里山対策室

エ ネルギー使用量
（CO2換算）：4,184t（15
年度比 12.2％削減）
 ガソリン：1,540㎘
（15 年度比 7.6％削減）
 軽油：237㎘
（15 年度比 21.7％削減）
（平成25年度）

86 ■
水使用量の削
減

5％削減（15年度比）
1,089千㎥

（平成15年度）

857千㎥
（15年度比21.3％削減）
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
695千㎥

（15年度比36.1％削減）
（平成25年度）

87 ■
可燃ごみ排出
量の削減

20％削減（15年度比）
1,297t

（平成15年度）

1,090t
（15年度比16.0％削減）
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
898t

（15年度比30.7％削減）
（平成25年度）

88 ■
用紙類の使用
量の削減

3％削減（15年度比）
108,266千枚
（平成15年度）

121,289千枚
（15年度比12.0％増加）
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
133,751千枚

（15年度比23.5％増加）
（平成25年度）

89 ■
環境に優しい
製品の使用

99％達成
97.0％

（平成15年度）
99.1％

（平成22年度）
温暖化・里山対策室

99.5％
（平成25年度）

90 ■
低公害車の導
入

220台導入
70台

（平成15年度末）
168台

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

250台
（平成25年度末）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値



－ 142 －

第７章　石川県環境総合計画（H17～H22）の進捗状況

第
２
部

第
７
章

91 ■

省資源・省エ
ネルギーに配
慮した施設の
整備

県有施設の30％導入
15％（26施設）

（平成15年度末）
35％（60施設）

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

41％（70施設）
（平成25年度末）

92 ■
二酸化炭素排
出量の削減

5千トン削減、△8％
（15年度比）

60,026t
（平成15年度）

20千トン削減、△33.1％
（12千トン削減、△19.8％）
（平成22年度）※1

温暖化・里山対策室
0.54千トン増加、＋0.9%
（19千トン削減、△30.9%削減）
（平成25年度末）※1

※ 1 電気の排出原単位については、それぞれ 2010 年、2013 年のCO2 クレジット反映後の原単位 0.224、0.628 を用いている。
 括弧内の数字は、北陸電力が 2008 年－ 2012 年の 5か年平均で目標とする原単位 0.33 を用いた場合の値。

③　緑化・森林・林業における二酸化炭素の吸収・固定

93 ■

適切な森林整
備・管理によ
る「森林経営」
の実施

民有林面積中実施面積：
約14万ha

民有林面積中実施面積：
13.5万ha

（平成14年度）

民有林面積中実施面積：
13.7万ha

（平成22年度末）
森林管理課

民有林面積中実施面積：
13.7万ha

（平成25年度末）

94 ■ 年間間伐面積 2,600ha
2,170ha

（平成14年度末）
5,016ha

（平成22年度）
森林管理課

2,766ha
（平成25年度）

95 ■
木材需要量に
おける県産材
の自給率

40%
22%

（平成15年）
32%

（平成22年）
森林管理課

28%
（平成25年）

96
（再掲） 

■ 都市公園面積 1人当たり18㎡
1人当たり12.02㎡
（平成15年度末）

1人当たり13.30㎡
（平成22年度末）

公園緑地課
1人当たり14.12㎡
（平成24年度末）

97
（再掲）

□
緑の基本計画
策定市町

対象となる全市町

対象となる都市計画区
域を有する 26 市町の
うち、15 市町で策定。
（平成15年度末）

対象となる都市計画区
域を有する 17 市町の
うち、12 市町で策定
済み。
（平成22年度末）

公園緑地課

対象となる都市計画区
域を有する 17 市町の
うち、12 市町で策定
済み。
（平成25年度末）

④　地球環境の保全に向けた国際環境協力の推進

98 □
酸性雨等のモ
ニタリング

酸性雨等の調査の実施 酸性雨等の調査の実施
酸性雨等の調査を実施
した。
（平成22年度）

環境政策課
酸性雨等の調査を実施
した。
（平成25年度）

99 □ 国際環境協力
中国江蘇省からの技術
研修員の受入継続

中国江蘇省からの技術
研修員の受入

中国江蘇省からの技術
研修員 2名を受け入れ
た。
（平成22年度）

環境政策課

中国江蘇省からの技術
研修員 2名を受け入れ
た。
（平成25年度）

（5）　質の高い環境の形成に資する産業活動の推進に関する目標
①　環境に配慮した産業活動の推進

100 □
エコ農業者認
定数

認定数の拡大
（取り組み面積の拡大）

615人（1,127ha）
（平成15年度末）

1,191人（2,284ha）
（平成22年度末）

生産流通課
1,000人（2,756ha）
（平成25年度末）

101
（再掲）

■

ISO14001 と
エコアクション
21登録事業所
数

600事業所
408事業所

（平成15年度末）

944事業所

［ISO14001  301事業所
エコアクション21 95事業所
事業者版環境ISO 548事業所］
（平成22年度末）

温暖化・里山対策室

1,098事業所

［ISO14001  301事業所
エコアクション21 105事業所
事業者版環境ISO 692事業所］
（平成25年度末）

102
（再掲） 

■
産業廃棄物の
最終処分量

平成9年度の1／2
（約134千トン）以下

218千トン
（平成15年度）

263千トン
（平成22年度）

廃棄物対策課
88千トン

（平成24年度）

103
（再掲）  

□ グリーン購入 拡大を図る
会社や家庭において、
一層の取り組みが必要

環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成22年度）

温暖化・里山対策室
環境フェアで普及啓発
を図った。
（平成25年度）

104 □
CSR（企業の
社会的責任）
の取組

取り組みの推進
ISO で規格化の動き
（数年後）

ふるさと環境保全功労
者表彰により顕彰し
た。
（平成22年度）

環境政策課

ふるさと石川環境保全
功労者表彰により顕彰
した。
（平成25年度）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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②　環境ビジネスの育成

105 □
環境ビジネス
の実態の把握

実態把握
（平成18年度）

̶

企業向けのハンドブッ
クを作成した（企業の
活動事例等を紹介）
（平成22年度）

環境政策課

企業向けのハンドブッ
クを作成した（企業の
活動事例等を紹介）
（平成25年度）

106 □
環境ビジネス
起業の支援

各種融資制度活用の促
進

県内中小企業が事業活
動と環境との調和を図
り、持続可能な循環型社
会づくりを目指すため
に要する資金の融資を 3
件実施した。
（平成15年度）

地球温暖化対策支援融
資制度の適格審査を 1
件実施した。
（平成22年度）

環境政策課
温暖化・里山対策室

県内中小企業が事業活
動と環境との調和を図
り、持続可能な循環型
社会づくりを目指すた
めに要する資金の融資
を 1件実施した。
（平成25年度）

107 □
産業廃棄物処
理業界の健全
な発展

従事者の資質の向上 ̶

産業廃棄物の適正処理
に係る講演会等を実施
した。県産業廃棄物協
会の研修会・セミナー
事業への補助。
（平成22年度）

廃棄物対策課

産業廃棄物の適正処理
に係る講演会等を実施
した。県産業廃棄物協
会の研修会・セミナー
事業への補助。
（平成25年度）

108 ■

グリーン購入
いしかわネッ
トワークの会
員数

倍　増（176事業者）
88事業者

（平成15年度末）
191事業者

（平成22年度末）
温暖化・里山対策室

194事業者
（平成25年度末）

③　 農林水産業における環境保全機能の維持・発揮

109 ■

グ リ ー ン・
ツーリズムイ
ンストラク
ター人数

50人
（平成19年度末）

17人
（平成15年度末）

52人
（平成22年度末）

観光振興課
54人

（平成25年度末）

110 ■
グ リ ー ン・
ツーリズム受
入施設数

300施設
（平成19年度末）

208施設
（平成15年度末）

309施設
（平成22年度末）

観光振興課
304施設

（平成25年度末）

111 □
県産食材の地
産地消

県内流通量の拡大

地産地消の環境保全
機能への注目

地産地消に係る相談窓
口の開設や、地産地消
に協力する小売店や飲
食店の認定又は登録を
行い、地産地消の推進
を図った。
小売店認定数：718 店
舗
飲食店の登録数：141
店舗
（平成22年度）

生産流通課

地産地消に係る相談窓
口の開設や、地産地消
に協力する小売店や飲
食店の認定又は登録を
行い、地産地消の推進
を図った。
小売店認定数：904 店
舗
飲食店の登録数：146
店舗
（平成25年度）

112 □
県産食材の学
校給食への導
入

導入促進

県産食材の安定供給体
制が整備されている学
校給食の調理場の割
合：99%
（平成22年度）

生産流通課

県産食材の安定供給体
制が整備されている
学校給食の調理場の割
合：100%
（平成25年度）

113
（再掲）

■
木材需要量に
おける県産材
の自給率

40%
22%

（平成15年）
32%

（平成22年）
森林管理課

28%
（平成25年）

114
（再掲）

■ 年間間伐面積 2,600ha
2,170ha

（平成14年度）
5,016ha

（平成22年度）
森林管理課

2,766ha
（平成25年度）

115
（再掲）

■

木材需要量に
おける県産材
の自給率（森
林資源の循環
利用）

40%
22%

（平成15年）
32%

（平成22年）
森林管理課

28%
（平成25年）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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（6）　環境に関する知識、知恵、情報等の集積と活用に関する目標
①　環境に関する知識等の収集、提供体制の整備

116 □
知的資産の蓄
積

データベースの構築
主体ごとに知的資産を
蓄積
必要なデータは各主体
にアクセス

平成 19 年 4 月 か ら、
いしかわ環境情報交流
サイトの運用を開始
し、知的財産の蓄積を
継続している。
（平成22年度）

環境政策課
平 成 19 年 4 月 か ら、
いしかわ環境情報交流
サイトの運用を開始
し、知的財産の蓄積を
継続している。
（平成25年度）

117 □
知的資産の提
供

提供システムの構築 環境政策課

② 　環境研究の推進

118 □
環境研究の推
進

研究機関、大学間の共
同研究に着手

大学、研究所等それぞ
れで調査、研究

大学等と連携した調査
研究や事業の実施
（平成25年度）

自然環境課

③　すべてのライフステージにおける環境教育・環境学習の推進

119 □
学校等におけ
る環境教育

全学校での環境教育へ
の取り組み

環境をテーマとした総
合的な学習に取り組ん
だ学校の割合
　　 小学校：72.5％
　　 中学校：52.9％
（平成15年度）

環境をテーマとした総
合的な学習の時間に取
り組んだ学校の割合
　　 小学校：93.3%
　　 中学校：63.8%
　　 高　校：84.4%
総合的な学習の時間に
限定しない割合
　　 小学校：99.1%
　　 中学校：93.6%
　　 高   校：100.0%
（平成22年度）

学校指導課

環境をテーマとした総
合的な学習の時間に取
り組んだ学校の割合
　　 小学校：95.1%
　　 中学校：58.9%
　　 高　校：82.2%
総合的な学習の時間に
限定しない割合
　　 小学校：100.0%
　　 中学校：100.0%
　　 高   校：100.0%
（平成25年度）

120 □
保育所におけ
る環境教育

全保育所での環境教育
への取組

いしかわの保育所にお
ける環境教育実施要領
（平成14年3月）

県内の保育所全てにお
いて環境教育が行われ
た。
（平成22年度）

少子化対策監室

県内の保育所全てにお
いて環境教育が行われ
た。
（平成25年度）

121 □
公民館におけ
る環境学習

全公民館での環境講
座の開催

パートナーシップ県
民会議事業
講師派遣：20 回
（平成15年度）

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（公民館）：2
回
（平成22年度）

環境政策課

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（公民館）：4
回
（平成25年度）

122 ■
地域における
環境学習

10 か所以上の町会等
での環境講座の開催

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（民間団体・
学校・保育園）：34 回
（平成22年度）

環境政策課

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（民間団体・
学校・保育園）：30 回
（平成25年度）

123 ■
子どもエコク
ラブの数

30クラブ
11クラブ

（平成15年度）
22クラブ

（平成22年度）
環境政策課

11クラブ
（平成25年度）

124 ■
職場における
環境学習

10 か所以上の事業所
での環境講座の開催

パートナーシップ県民会議
事業
講師派遣：20 回
（平成15年度）

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（事業所）：3
回
（平成22年度）

環境政策課

パートナーシップ県民
会議事業
講師派遣（事業所）：3
回
（平成25年度）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値
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125 □
パートナー
シップ県民会
議の事業

・ 指導者育成のための
県民環境講座の開
催：毎年

・ 環境フェアの開催：
毎年

・ 具体的な環境学習プ
ログラムの開発

・ 講師派遣：毎年 10
回以上

・ 活動団体の助成：毎
年 5団体以上

県民環境講座：8回
環境フェア：1回
講師派遣：20 回
団体助成：8団体 

（平成15年度）

環境学習講座：7回
環境フェア：1回
講師派遣：39 回
団体助成：12 団体

（平成22年度）

環境政策課

環境学習講座：5回
環境フェア：1回
講師派遣：37 回
団体助成：8団体

（平成25年度）

126
（再掲）

■
「いしかわ自
然学校」全体
の年間参加者

3万人
約23,000人

（平成15年度）
34,407人

（平成22年度）
自然環境課

30,846人
（平成25年度）

127
（再掲）

■

「いしかわ子
ども自然学
校」の年間参
加者

1万人
（平成25年度）

約5,700人
（平成15年度）

3,961人
（平成22年度）

生涯学習課
5,984人

（平成25年度）

128
（再掲）

■
中核的指導者
（インストラ
クター）

60人
（平成19年度末）

21人
（平成15年度末）

142人
（平成22年度末）

自然環境課
176人

（平成25年度末）

129
（再掲）

■
小学校教員の
インタープリ
ター

250名
（平成19年度末）

約100人
（平成16年度）

約250人
（平成２2年度末）

生涯学習課
約250人

（平成25年度末）

130
（再掲）

□
森林・里山保
全活動の拠点
整備

・ 夕日寺健民自然園の
整備

・ 民間団体等の活動促
進

4拠点

・ 平成 19 年度に里山
ふるさと館、体験工
房等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。

・ 夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成22年度）

自然環境課

・ 平成 19 年度に里山
ふるさと館、体験工
房等を整備し、拠点
ゾーンをオープンし
た。
・ 夕日寺健民自然園活
動団体連絡協議会を
開催し、連携と自主
的活動を推進した。
（平成25年度）

131
（再掲）

□
森林・里山保
全活動拠点の
機能

保健休養林施設の保全
活動拠点としての機能
強化

保健休養林施設 3ヶ所
のうち、森林公園の
1 ヶ所において機能強
化を行った。
（平成22年度）

観光振興課
保健休養林 3施設で機
能強化を行った。
（平成25年度）

132
（再掲）

□
自然の調査と
資料収集、普
及啓発

・ 「自然史資料館」の
開館
・ 教育・普及活動プロ
グラム、研究計画の
作成

環境教育プログラム

・ 平成 18 年 5 月開館、
平成 20 年 4 月には
「物理たいけん教室」
や「自然たんけん広
場」などの新設によ
りリニューアルオー
プンした。

・ 児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年
間 25 回実施すると
ともに企画展や講演
会、学校等への出前
講座を実施した。
（平成22年度）

生涯学習課

・ 平成 18 年 5 月開館、
平成 20 年 4 月には
「物理たいけん教室」
や「自然たんけん広
場」などの新設によ
りリニューアルオー
プンした。
・ 児童生徒または大人
を対象とした教育普
及プログラムを年
間 22 回実施すると
ともに企画展や講演
会、学校等への出前
講座を実施した。
（平成25年度）

No 種別 目標項目 目標値又は
目指す方向性（年度）

策定時の値
（年度）

平成22年度の値
（年度） 担当課 （参考）最新年度の値


